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「祈りの回廊」パンフレット等制作業務 受託事業者募集要項 

 

１．適用 

本要項は、「祈りの回廊」パンフレット等制作業務を委託する事業者を公募型プロポーザル方式

により選定するにあたり、その募集手続き等必要な事項を定めるものとする。 

 

２．委託業務の概要  

⑴ 業務名 

「祈りの回廊」パンフレット等制作業務 

 

⑵ 目的 

奈良大和路の社寺を中心とした奥深い魅力に触れ、広く奈良の素晴らしさに対する認識を深め

ることを目的とした、社寺との連携事業「祈りの回廊」の一環として、秘宝・秘仏特別開帳を中

心とした社寺に関連する魅力に特化した情報発信を行うことで、奈良県への誘客及び県内での周

遊・滞在を促進する。 

 

⑶ 委託内容 

 

 

 

 

 

 

 

※詳細は別紙「『祈りの回廊』パンフレット等制作業務委託仕様書」（以下「仕様書」とい

う。）に記載。 

                                            

⑷ 企画提案書等作成に係る経費 

企画提案書等の作成及び提出に要した一切の経費は提案者の負担とする。 

 

⑸ 委託料上限額 

   １０，３４０，０００円（消費税及び地方消費税に相当する額（１０％）を含む。） 

 

⑹ 委託期間 

契約締結日から令和５年３月２３日（木）まで 

 

３．手続き等 

⑴ 担当部局 

〒６３０-８５０１ 奈良市登大路町30番地 

奈良県観光局観光プロモーション課 

ＴＥＬ：０７４２－２７－８４８２  ＦＡＸ：０７４２－２７－３５１０ 

 

 

① 秘宝・秘仏特別開帳をはじめとする社寺の魅力を活用した奈良県への誘客及び県内での周遊

・滞在を促す企画の立案・実施 

② 「祈りの回廊」パンフレットの企画、作成、配送 

③ 「祈りの回廊」ポスターのデータ企画・作成、データ納品 

④ デジタルデータの作成 

⑤ 誘客効果測定 
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⑵ 参加表明書（様式１－１もしくは１－２）の提出期限、提出先及び提出方法 

提出期限 令和４年５月１７日（火）１７時まで 

提 出 先 担当部局に同じ 

提出方法 担当部局に持参又はファクシミリにて送信すること。 

なお、ファクシミリにて送付する場合、必ず電話にて送付した旨を連絡のこと。 

 

⑶ 企画提案書等の提出期限、提出先及び提出方法 

提出期限 令和４年５月２６日（木）正午まで 

提 出 先 担当部局に同じ 

提出方法 持参または郵送に限る 

持参の場合は、土曜日、日曜日及び国民の祝日に関する法律(昭和２３年法律第１７

８号)に規定する祝日を除く９時から１７時まで(正午から１３時までの間は除く。た

だし、令和４年５月２６日（木）は午前９時から正午までとする。)とする。 

郵送の場合は提出期限必着とし、担当者に事前に電話連絡のうえ、簡易書留等の確

実な方法によるものとする。 

提 出 物 

① 参加申込書（様式２－１もしくは２－２） 

  ただし、共同企業体の場合は、業務の履行方式*に応じた「特定委託業務共同企業体協定

書（参考様式１－１もしくは１－２）を参加表明書とともに提出すること。  

 *「分担履行型」（参考様式１－１） 

  １つの業務について、さらに複数の細業務に分かれる場合、各構成員がそれぞれ分担す

る業務を、責任を持って履行する方式。 

 *「共同履行型」（参考様式１－２） 

  １つの業務について、あらかじめ定めた出資割合に応じて、各構成員が資金、人員、機

械等を拠出して共同履行する方式。 

② 事業者概要書（様式３） 

 会社概要などがあれば添付すること。 

③誓約書（様式４）  

④業務実施体制（様式５－１及び５－２） 

⑤類似業務受注実績（様式６） 

 成果物などがあれば添付すること。 

⑥企画提案書（様式任意 サイズはＡ４又はＡ３）  

企画提案書には、「２⑵目的」、「仕様書」を踏まえ、以下の項目を盛り込むこと。 

各項目ごとにインデックスを付すなど閲覧性に配慮すること。 

ア）業務実施方針 

イ）企画構成・デザイン力 

・秘宝・秘仏特別開帳をはじめとする社寺の魅力を活用した奈良県への誘客及び県内で 

の周遊・滞在を促す企画案 

企画の内容を提示の上、設定の理由、ターゲット等を明記すること。 

・「祈りの回廊」パンフレットのデザイン案・構成案 

秋冬版・春夏版の表紙デザイン・台割・レイアウト・デザインイメージの案を提示す 

ること。あわせて、執筆方法や内容の監修、考証方法等を明記すること。 

・「祈りの回廊」ポスターのデザイン案 
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 仏像選定理由を明示の上、３種類程度取り上げる仏像を提案するとともに、各仏像に

ついて、デザイン案を提示すること。 

ウ）業務実施体制 

上記④の補足内容として、以下の内容を提案すること。 

・掲載内容確認手法（校正手順等） 

・納品・配送体制 

・作業スケジュール及び進捗管理体制 

エ）誘客効果測定手法 

・パンフレットの配布等による誘客効果を把握するための効果的な手法を提案すること。 

 必要に応じて、ノベルティの作成等も検討すること。 

※把握すべき内容としては、本パンフレットにより掲載社寺等へ訪れた人数等を想定し

ている。 

⑦見積書（様式任意） 

宛先は「奈良県知事」とすること。また、一式計上ではなく、第三者により客観的な判断

が可能な積み上げ方式とすること。（各項目の単価が判断できる内容とすること。） 

⑷ 提出部数 

   ８部（正１部、副７部） 

   なお、副７部については、提案者を判読できるような用紙の使用や記載を行わないこと。 

⑸ 質問の受付 

   受付期間 令和４年４月２８日（木）から令和４年５月１０日（火）１７時まで 

     受付方法 質問票（様式７）に質問事項を記載のうえ、ファクシミリで送信すること 

※送信後、必ず電話にて送信した旨を連絡すること。 

※電話・来訪など口頭による質問は受け付けない。 

質 問 先  担当部局に同じ 

回答方法 インターネットホームページ 

「奈良県観光プロモーション課ホームページ」に公表する。 

個別には回答しないものとする。※質問者名は掲載しない。 

回答通知は、令和４年５月１２日（木）に行う予定。 

 

４．日程 

   

 

 

 

 

 

 

５．受託事業者の選定 

⑴ 企画提案書等の審査 

① 企画提案書等の審査は、「祈りの回廊」パンフレット等制作業務受託事業者選定審査委員会

（以下「選定審査会」という。）」により、次の審査項目について採点を行うものとする。選   

定審査会の各委員の採点結果を合計した点数を提案者の得点とし、最も合計得点の高い１事

業者を最優秀提案者として選定する。また、提案者が２者に満たない場合においても、再公

令和４年４月２８日（木） 募集要項配布、参加表明書及び質問受付開始 

５月１０日（火） 質問受付終了（１７時まで） 

    ５月１２日（木） 質問回答 

    ５月１７日（火） 参加表明受付終了（１７時まで） 

    ５月２６日（木） 企画提案書等受付終了（正午まで） 

    ５月３１日（火） 受託事業者選定審査委員会開催予定（プレゼンテーション実施） 
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告の手続きは踏まずに審査手続きを行う。 

なお、審査委員の合計点を集計した総得点が６割以上であることを契約相手方特定の条件と

する。審査は非公開とする。 

ア）業務実施方針 

事業目的・業務内容等の理解度（審査全体の１０％） 

事業目的・業務内容等の理解度により判定。 

イ）業務実施体制 

取組体制の妥当性（審査全体の１０％） 

総括責任者、編集責任者、校正責任者、ライター、監修者、デザイン担当等の体制や実務

経験について、業務内容に見合った配置がなされているか。特に、ライター及び監修者につ

いては、業務内容に見合った実力のある人物が配置されているか。 

ウ）企画・構成・デザイン力 

・秘宝・秘仏特別開帳をはじめとする社寺の魅力を活用した奈良県への誘客及び県内での周 

遊・滞在を促す企画案（審査全体の２５％） 

奈良県への誘客及び県内での周遊・滞在の促進に資する企画内容であるか。 

・「祈りの回廊」パンフレットの企画・構成力、デザイン・レイアウト（審査全体の２０

％） 

奈良県への誘客及び県内での周遊・滞在の促進に資する企画・構成・デザイン・レイアウ

トであるか。 

・「祈りの回廊」ポスターの企画・構成力、デザイン・レイアウト（審査全体の２０％） 

 奈良県への誘客の促進に資する仏像の選定であるともに、仏像の魅力が伝わるデザイン・

レイアウトであるか。 

エ）誘客効果測定手法 

・効果測定手法の有用性（審査全体の１０％） 

オ）見積書 

・事業費の合理性・適正性（審査全体の５％） 

② 提出のあった提案書等について、プレゼンテーション及び質疑応答を行う。なお、応募者多

数の場合は、プレゼンテーション及び質疑応答に先立ち書類選考を行う場合がある。また、

新型コロナウイルス感染症拡大の状況を考慮し、プレゼンテーション及び質疑応答を実施せ

ず、書類選考にて選定を行う場合がある。 

③ 選定結果は、企画提案書を提出した事業者のみに対して書面で通知する。 

④ プレゼンテーション及び質疑応答を実施する場合は、令和４年５月３１日（火）に行う予定。

時間等詳細は、後日提案者に対して通知する。 

 

⑵ 事業者との契約 

①上記５⑴により最優秀提案者として選定された事業者が受託事業者の候補者となり、契約締結

の協議を行うことになるが、協議の結果契約締結の合意に達しなかった場合又は最優秀提案が

取消しとなった場合には、その事業者との契約を行わず、次点の事業者と協議を行う場合があ

る。 

②企画提案書、参加申込書その他に虚偽の記載をした場合は、当該業務の企画提案書等を無効とし、

契約締結後には、契約を解除することがある。 

③契約締結後、契約の相手方が次のいずれかに該当すると認められるときは、契約を解除するこ

とがある。また、契約を解除した場合は、損害賠償義務が生じる。 
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ア）役員等（法人にあっては非常勤を含む役員及び支配人並びに支店又は営業所の代表者、

その他の団体にあっては法人の役員と同等の責任を有する者、個人にあってはその者及び支

配人並びに支店又は営業所を代表する者をいう。以下同じ。）が暴力団員（暴力団員による

不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号。以下「暴対法」という。）第２

条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）であるとき。 

イ）暴力団（暴対法第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）又は暴力団員が経

営に実質的に関与しているとき。 

ウ）役員等が、自社、自己若しくは第三者の不正な利益を図り、又は第三者に損害を加える

 目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用しているとき。 

エ）役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を提供し、又は便宜を供与するなど直接

 的若しくは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、又は関与しているとき。 

オ）役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有しているとき。 

カ）本契約に係る下請契約又は資材、原材料の購入契約等の契約（以下「下請契約等」とい

う。）に当たって、その相手方が上記アからオのいずれかに該当することを知りながら、当

該者と契約を締結したとき。 

キ）本契約に係る下請契約等に当たって、上記アからオのいずれかに該当する者をその相手

方としていた場合（上記カに該当する場合を除く。）において、奈良県が奈良県との契約の

相手方に対して下請契約等の解除を求め、契約の相手方がこれに従わなかったとき。 

ク）本契約の履行に当たって、暴力団又は暴力団員から不当介入を受けたにもかかわらず、

 遅滞なくその旨を奈良県に報告せず、又は警察に届け出なかったとき。 

⑶ その他 

 ①当企画提案書でなされた有効な提案については、必ず実施すること。 

②採択された提案は、県との協議等により、修正・変更を行う場合がある。 

 

６．その他 

⑴ 提出された書類は返却しない。また提出した企画提案書を県に無断で他に使用することはできな

い。 

⑵ 提出された提案書等は、審査作業に必要な範囲において複製を行う場合がある。 

⑶ 選定結果として提案書等を提出した事業者の名称、審査結果概要等の情報公開を行う場合があ

ること及び県民等から情報公開の請求に応じて提案書等の情報開示を行う場合がある。 

⑷ 選定結果に対しての異議申し立ては受け付けない。 

⑸ 募集及び契約については、県の都合により中止することがある。この場合、損害賠償は行わな

い。 

⑹ 委託業務の詳細事項及び業務の進め方等については、県の指示に従うこと。 

⑺ 委託期間中において、委託業務の中間報告を求めた時は、速やかに報告すること。 


